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（但し、M＝Mc十Mv十Mkであり、Mcは追加不変資本、　Mvは追加可変資本、　Mkは資
本家の個人的消費を示すものとする）
（4）富塚良三氏は，　「資本制社会においてはこの『利潤動機』によって規制される『生
　産的消費』のための需要如何が，逆に『脚下的消費』のための需要の如何を決定する」
　として，　「かかるものとしての社会的総有効需要の構成は，資本制的生産過程の総姿
　容を把握することなしにはとらええない。この総体としての生産と消費との基本的な
　関連性は，　『資本論』第2巻第3編の再生産表式論において基礎的に解明される。市
　場価格の運動は，かかるものとしての資本制的生産一再生産過程の総連関を，事後的
　・暴力的に，絶えざる不均衡の均衡化として，調整するのである。だが，かかるもの
　としての需要・供給の問題のヨリ具体的な展開は『競争』論においてなされるNきで
　ある」（〔15〕466～7ページ）とされている。それ故，富塚氏は，市場価値論において
　は，「市場価格の市場価値からの乖離と収敏の問題の形式的・抽象的な展開」（〔！5〕467
　ページ〉しかなしえないとされるのである。．確かに，現実的な需要供給の問題を『資
　本論』の論理段階において展開しようとすることは誤りである。しかし，そのことは，
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　まず，生産財の需要供給関係についてみてみよう。生産財に対する需要を
構成するものは，両生産部門における生産財の補流需要と蓄積需要である。
これに対して，生産財の供給とは，第1部門において生産された生産物のこ
とである。かくて，生産財の需要供給関係は次のように示すことが出来る。
　　Xicv　＝＝　Citv十C2ct］十Mcict｝十Mc2［t）　（1）
　消費財の需要供給関係も同様にして，次のように示すことができる。
　　X・ct）＝V・〔t｝十V・㈹十Mv・cv十Mv・ct）十Mk・cv十Mk・〔v　　　　　　　　　　（2＞
　かくて，生産財，消費財の需要供給が均衡するための条件は，（1），（2）より
次のようになる。
　　C2tt｝十Mc2ct｝＝Vi（t）十Mvicv十Mkicv　（3）
　（3）は，拡大再生産の均衡条件に他ならないのであるが，それは，L定の
生産部門の商品量がその市場価値どお・りに，それよりも高くも安くもなく売
れるように需要と供給との割合がなっている」（Kap．皿・215）ということ
を示しているのであり，社会的総労働の比例的配分が，そこでは達成されて
いるということである。市場価値の具体的規定においては，需要供給の一致
することが前提条件であったが，それは具体的には，（3）のように示されるも
のとすれば，そこでは，生産諸部門の総体的連関の中での考察が前提されね
　　　　　　　　　　　　　（5）ばならないものといえよう。
　ところで，（3）式を基準として，次のような「一時的均衡条件」と「動的均
　『資本論』から産業循環過程における需要供給関係の変動の問題をも排除してしまう
　ことを意味するものではない。それは『資本論』の外の「競争」論の問題ではないの
　である。
（5）迫間真治郎氏は，市場価値の問題は，「再生産の見地」から捉えられなければなら
　ないのであり，「再生産の問題は社会的総労働の配分の問題」（〔3〕　（二）13ページ）
　であるとして，再生産の均衡とは，「一方において商品生産に必要な社会的労働量：と，
　他方における社会的欲望量との相互関係」の成立を意味するものであり，それ故，価
　値法則は，　「資本（家）社会における再生産の均衡の法則」　（16・寧一ジ）として展開
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衡条件」を導き出すことが出来る。
　　29，gL｛v　．．　ru，（1十g2cp）　（4）　　X2（t）　”　17xi　（1十gict））
　　Xut）　一　x2　（1十gi（tli））
　　xt，tl＝tw’x　l＋gioti｝　（5）
　需要供給関係において問題なのは，「動的均衡条件」の（5）式である。（5）は，
t－1期の第1部門の成長率（従って，蓄積率）が，t期の部門構成を規定
するということを示しているのである。それは，生産財の蓄積需要，蓄積率
の時系列的変動状況によって，社会的総労働の部門間配分の関係が規定され
ていくということであり，それ故，今年度の蓄積需要の動態が次年度の供給
を規定していくということに他ならないのである。さきに，社会的需要が市
場価値水準決定にとっての媒介的契機であるとしたのであるが，ここで，そ
の具体的内容が明らかにされているものといえよう。即ち，今年度の蓄積需
要が次年度の供給，従って，社会的総労働の部門聞配分の関係を規定していく
ことを通して，両生産部門の夫々において，市場価値水準が決定されていく
　　　　　　　　　（6）
ということである。
　するにいたるとされている。拡大再生産の均衡条件が，市場価値規定における需要供
　給の一致を意味することはその通りであるとしても，需要供給の関係を，「相関関係」
　において把握されているのは，適当ではないといえよう。
（6）　「社会的欲望の契機」について，迫間氏は，それは「市場価格と市場価値との関係
　における変動の分析」　（〔3〕　（二）35ページ）において重要な意義をもつとされて
　おり，又，岩城博司氏も，　「需要一社会的欲望が諸資本にとって意味をもつのは，そ
　れが市場価格のバロメーター機能に反映されるかぎりにおいてのみ」（〔9〕26ページ）
　であり，それは，「あくまでも，諸資本間の競争によって媒介される平均利潤法則の
　措定にとっての条件であるにすぎない」　（〔9）27ページ）とされている。しかし，
　まず論じられねばならないのは，再生産の実体に規定されたものとしての需要の動態
　であり，、その需要の基本的傾向性のうえに初めて市場価格変動が論じられうるのであ
　る。これに対して，宇野弘蔵氏は，市場価値決定において，需要は「消極的条件」を
　なし，供給は「積極的条件」をなすとされている（〔18〕163ページ）。
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　マルクスは，市場価値の具体的規定にお』いて，　「みたされるべき欲望の量
が本質的な契機になる。いまでは，この社会的欲望の程度すなわちその量を
考察することが必要になる」（Kap．　III・210＞としている。この点について
簡単にみておこう。
　再生産表式においては，使用価値が社会的総資本の再生産の運動における
一契機を構成するものとして措定されているのであり，それ故，そこでは「社
会的欲望」は，．量的に規定されているものといえよう。しかし，ここでの問
題は，単に，　「社会的欲望」一般ではなく，　「本質的な契機」として規定さ
れた「社会的欲望」のことに他ならないのである。かかるものとして基本的
意義をもつものは，蓄積需要であることは明らかであろう。生産財に対する
蓄積需要がどの程度であるかによって，社会的総資本の再生産過程の動態が
規定されていくのであるが，かかる意味において，　「社会的欲望」は，　「本
質的な契機」として位置づけられるのである。
　かくて，資本蓄積の動態に規定されたものとしての需要供給関係とは，単に，相
関関係におけるものとしてではなく，因果関係におけるものとして把握され
ねばならないのであり，そこに需要供給運動の基本的傾向性を認めることが
出来るものといえよう。換言すれば，拡大再生産表式に依拠することによっ
て，競争戦の「外観を突き抜けてこの過程の内的な本質と内的な姿とを認識
する」（Kap．皿・194）ことが可能になるが故に，そこでは，再生産の内的
法則に規定されたものとしての需要供給関係が措定されうるということであ
る。それ故，需要供給の均衡といっても，一定の水準の市場価格を設定する
にすぎない日常的な需要供給の均衡ということではなく，市場価格と市場価
値との一致をもたらすようなものとしての，従って，社会的総労働の生産諸
部門間への比例的配分をもたらすものとしての需要供給の均衡に他ならない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛7）のであり，両者の需要供給の区別は決定的に重要であるといえよう。
（7）桜井毅氏は，市場価値論において問題とされる需要供給は，　「社会的再生産過程に
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　逢坂充氏は，需要供給関係は，商品に内在する使用価値と価値との対立の，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛8）「現実の市場における一層の『開展』にほかならない」とされて，　「市場価
値の決定を現実の市場で媒介する競争の一層具体的な姿態」として，従って，
「諸資本相互に『外的対立』と『外的強制』の交互作用を展開する現実的な
　　　　（9）
競争態様」として把握されねばならないとされている。
　確かに，需要供給関係を諸資本相互の「外的対立」と「外的強制」の関係
において把握することは重要である。然るに，拡大再生産表式の分析によっ
て明らかにされる需要供給関係とは，「二つの過程の内的統一」と「二つの
局面の分裂と自立化」ということに他ならないのであり，それは，まさしく
「競争の一層具体的姿態」とされるも’のと関りあうものである。それ故，市
場価値論において必要なことは，需要供給関係の「質的規定」を再び確認す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ae｝ることではなく，　「競争の一層高次な現実的態様」として，需要供給の外的
対立一不均衡によって惹起される「市場価格の運動過程」を，具体的にフォ
ローすることであるといえよう。逢坂氏の指摘されるように，市場価格の変
動過程は，競争の現実具体的な「仕方様式」を内包するものであるが，その
変動過程が周期的騰落の過程として解明されねばならないということである。
逢坂氏の表現によれば，　「変動過程それ自体に内在する動的態様一動因一に
　規定されたものとして，けっして自由に独立した外部的要因ではありえない」という
　それ自体としては正しい主張をされているが，そこではその根拠は，「市場価格の変
　動がたえざる不均衡を均衡化させる方向に間断なく動いていること」に，従って，「市
　場価格変動の重心点において社会的再生産の基準を確定している」（〔19〕264ページ）
　ことに存するとされているのである。そこでは，拡大再生産表式に依拠することなく，
　需要供給の基本的規定を設定されようとしていることの故に，その内容は不明確なも
　のになってしまっているものといえよう。それ故，桜井氏が，需要供給の一致とは，
　「社会的再生産の基礎となりうる点の一致」　（〔19〕246ページ）であるとされても，
　そのような需要供給関係の内容をなんら明らかにしえるものではないのである。
（8）逢坂充〔12〕　（W）25ページ。
（9）　〔12〕　（IV）28ページ。
（10）　〔1・2〕　（W）28ページ。’
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　　　　　　（11）ついての考察」を具体的に展開するということである。
　ここで，再生産の内的法則に規定されたものとしての需要供給関係を基準
にして，マルクスが言及している問題についてみてみよう。それは，’ ?vと
供給との間に「必然的な関係がない」ということと，「需要が弾力的である」
ということの二点についてである。
　マルクスは，次のように指摘している。「一方の，ある社会的物品に費や
される社会的労働の総量，すなわち社会がその総労働力のうちからこの物品
の生産にふりむける可除部分，つまりこの物品の生産が総生産のうちに占め
る範囲と，他方の，社会がこの一定の物品によってみたされる欲望の充足を
必要とする範囲とのあいだには，必然的な関係はないのであって，ただ偶然
的な関係があるだけである」。この両者の間の関連がつくりだされるのは，「た
だ生産が社会の現実の予定的統制のもとにある場合にだけ」（Kap．皿・213）
である。
　確かに，需要と供給とは，生産と流通の総過程における現象形態であるが
故に，夫々，独自の法則性にもとずいて運動をする契機であり，そこに資本
制的性格のもとに規定される需要供給の特殊性が存在しているのである。し
かし，社会的総資本の再生産過程を動態的に考察するならば，両者は全く独
自的存在ではありえないことが示されるのである。即ち，　（5）式の「動的
均衡条件」において明らかなように，今年度の蓄積需要が次年度の供給を規
定するという因果関係にあるのであり，その意味において，需要と供給とは
「必然的な関係」にあるものといえよう。然るに，　「生産が社会の予定的統
制のもと」にある場合には，需要と供給の因果関係は，逆になるのである。
即ち，供給されるべき生産財と消費財の関係割合が計画的に策定されること
によって，その関係割合を充足するものとして，今年度の蓄積需要が規定さ
れるということである。
（！1）　〔12〕　（IV）26ページ。
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　需要と供給とが全く偶然的にしか一致しえないということは，むしろ，
（4）式の「一時的均衡条件」と関りをもつものといえよう。そこでは，t
期における需要と供給とは，相関関係にあるものとして把握されているので
ある。それ故，需要と供給との間に必然的な関連があるか否かによって，社
会主義経済であるか，資本制経済であるかが規定されるのではなく，両者の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（IM関連の在り方が，その経済様式と関りあっているのである。
　「需要の弾力性」について，マルクスは，次のように指摘している。
　「こうして，需要の側にある大きさの一定の社会的欲望があって，それを
みたすために回る物品の一定量が市場にあることが必要であるように見える。
しかし，この欲望の量的規定はまったく弾力の大きい変動しやすいものであ
る。この欲望の固定性は外観である。生活手段がもっと安くなるか貨幣賃金
がもっと高くなるかすれば，労働者はもっと多くの生活手段を買うであろう。
そして，これらの商品種類にたいするもっと大きい「社会的欲望』が現れる
であろう，といっても，その『需要』がまだその肉体的欲望の最低限界より
も下にある受救貧民などのことはまったく無視してのことである。他方，た
とえば綿花がもっと安くなれば，資本家の綿花需要が増すであろうし，もつ
（12）需要と供給の関連が偶然的性格とされることについて，桜井氏は，次のように指摘
　されている。「しかしW－GはG－Wと分離しても，W－GがG－Wの裏面をなすも
　のでしかない以上，W－GはG－Wによって規制されざるをえない。まったく偶然的
　関連ではありえない。さらに，社会的再生産過程を商品交換がおおっている形態の考
　察としては，個々のW－GとG－Wとの分離は，社会的再生産をになうものとしては，
　必然的関連あるものとして理解されなければならないという点の確認は，前提である
　としても，あらためてなされなければならないであろうi（〔19）244ページ）。桜井
　氏は，需要と供給とは，「社会的再生産をになうものとしては，必然的関連」にあるも
　のとして規定されるのであるが，その根拠は，W－GがG－Wの裏面をなすというこ
　とに求められているのである。しかし，拡大再生産表式に依拠するならば，需要と供
　給とは，「必然的関連」にあるということが一目瞭然なのである。桜井氏の需要供給
　関係についての指摘は，基本的には正しいものでありながら，そこでは，拡大再生産
　表式に依拠することが排除されていることから，無内容であり，稚拙なものになって
　しまっているものといえよう。
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と多くの追加資本が木綿工業に投ぜられたりするであろう」（Kap．’皿・214）。
　ここで，マルクスが，　「欲望の量的規定」は，弾力的で，変動しやすいも
のとしているその「欲望」とは，「現実の社会的欲望」のことであり，「商
品にたいする市場で代表される欲望一列要一」（Kap．皿・215）のことでは
ないのである。後者は，再生産の実体に規定されたものとしての「要求され
ている商品量」のことであり，前者は，商品の貨幣価格，買い手の貨幣事情，
生活事情などが変わるとかすれば「要求されるであろう商品量：」（Kap．皿・
215）のことである。それ故，マルクスが「需要の弾力性」ということにおい
て問題にしょうとしているのは，需要一般が弾力的であるということではな
く，「要求されている商品量」と「要求されるであろう商品量」とは相違し
うるということに他ならないのである。
　勿論，再生産の内的法則に規定された蓄積需要は，極めて弾力的である。
即ち，「要求されている商品量」そのものが，その内部において弾力的性格
をもつものを含んでいるのである。労働者の消費支出性向は，理論的には100
％であり，従って，生活手段に対する彼等の需要は弾力的ではありえない。
然るに，蓄積需要については，先験的にその大きさが規定されるものでなく，
蓄積率の変動によって変化するものであるが故に，弾力的であるということ
である。かくて，　「需要の弾力性」が問題であるとすれば，まさしく，この
蓄積需要に下るのであり，　「商品が違えば非常に違っている」ものとされる
「需要の弾力性」一般のことではないといえよう。
　松石勝彦氏は，マルクスの需要分析は，需要の弾力性の指摘につきるとさ
れ，その意義は，次のようなものであるとされている。「（イ）需給不一致
のさい，市場価値から背離する市場価格が成立するのは，供給に対して需要
が価格弾力的に変化し，結局事後的に対応することによってである。　（ロ）
同様に，資本の異部門問競争や資本移動によって価値とは異なる生産価格が
成立しうるのは，各部門内部で需要が資本移動による供給変化に弾力的に対
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　　　　　　　　　　　　t13）応ずることによってである」。
　松石氏は，需要が供給の変化に対して価格変動を通して弾力的に変化する
ことを強調されるのである。しかし，そこでは「需要の弾力性」一般と再生
産の実体に規定された需要の弾力性とが区別されていないものといえよう。
一般に，供給に対して需要が価格弾力的に変化するものとすれば，需要供給
の不均衡は，恐慌による強力的解決に依らなくても絶えず均衡化されること
にならざるをえないであろう。然るに，かかる価格変動により需要供給の不
均衡が均衡化されるのは，日常的な，偶然的な需要供給関係であり，「資本
主義的野産の一般的な研究にとっては偶然的な非本質的なもの」（Kap．皿・
167）としての需要供給関係に他ならないのである。勿論，再生産の実体に規
定されたものとしての需要も弾力性を有している。しかし，それは価格変動
に対応的であることによるものではなく，蓄積需要が独自的に運動すること
によるものである。
　⑤市場価格変動と市場価値規定
　市場価値の具体的規定においては，需要供給関係が市場価値規定の媒介的
契機として措定されるのであるが，それは，需要供給関係の「不断の不均等
の不断の均等化」（Kap．1∬・222）の過程を通して，従って，　「市場価格の
不断の騰落」の過程を通して，市場価値が現実的に規定されていくというこ
とを意味しているのである。資本蓄積の動的展開において，市場価値の抽象
的規定を，具体的，現実的に把握するということである。
　ところで，マルクスは，需要供給関係と市場価値，市場価格との関連につ
いて，次のように指摘している。
　「それゆえ，需要供給が市場価格を調節するとすれば，またはむしろ市場
価値からの市場価格の偏差を調節するとすれば，他：方では市場価値が需要供
給関係を，または需要供給の変動が市場価格を振動させる中心を，調節する
（13）松石勝彦〔21〕51ページ。
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のである」（Kap．皿・206）。
　先ず，「需要供給が市場価格を調節する」ということについては，市場に
出される生産物の量が，　「社会的欲望の要求する商品権」を越えれば，商品
はその市場価値よりも安く売られなければならないのであり，逆に，生産物
の量が十分に大きくなく，売り手のあいだの競争の圧力が彼らにこの商品量
を市場に出させるに足りるほど強くないなら，商品はその市場価値よりも高
く売られなければならない，ということであるとされている。即ち，供給が
需要より大きければ，市場価格は市場価値以下に低下し，供給が需要より小
さければ，市場価格は市場価値以上に騰貴するということであり，市場価格
は，需要の運動と同一方向に，供給の運動と反対方向に運動するということ
である。
　次いで，　「市場価値が需要供給関係を調節する」ということについては，
「市場価値が下がれば，平均して社会的欲望は増大して，ある限界のなかで
はより大きな商品量：を吸収することができ」，逆に，「市場価値が上がれば，
その商品に対する社会的欲望が小さくなって，よりわずかな商品量が吸収さ
れ：る」（Kap，皿・206）とされている。市場価値の低下によって需要の増大
が惹起され，市場価値の上昇によって需要の縮小が生じるということであり，
「市場価値が変れば，全商品量が売れる条件も変」（Kap．皿・206）り，「市
場価値の変動」の結果として「需要と供給との割合」が変動するということ
である。
　しかし，市場価値の変動が無媒介的に需要供給の変動を惹起するというこ
とについては検討を必要とするであろう。確かに，マルクスは，　「需要供給
が市場価格を規定するとすれば，他方では市場価格がそしそさらに分析を
進めれば市場価値が，需要供給を規定する」（Kap．皿・217）としているの
である。即ち，そこでは，需要供給と市場価格とが相関関係一相互規定的関
係におけるものとして把握されているのである。然るに，両者が相関関係に
おいて把握されるということは，そこでの市場価格運動は，いわば均衡収束
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的に作用するものとされているということを含意しそいるのである。換言す
れば，市場価格の変動を規定する需要供給と，市場価格の変動によって規定
される需要供給とは，理論的性格を異にするものであり，設定される論理的
抽象の次元に対応するものとして，区別されねばならないものである。前者
は，社会的総資本の再生産と蓄積によって実体規定を与えられたものであり，
そこでの不均衡は，いわば累積的性格をもつものである。これに対して，後
者は，日常的であり，現象の表面において偶然的要因によって変動するとい
う性格をもつものである。マルクスは，需要について，　「商品にたいする市
場で代表される欲望」と「現実の社会的欲望」とを区別し，　「要求されてい
る商品量」と「要求されるであろう商品：量」とを区別しているのであるが，
そのような区別に対応するものとして，需要供給関係も区別されねばならな
いものといえよう。かくて，後者において，需要供給関係と市場価格変動が
相関関係において把握されるものとすれば，前者においては，因果関係にお
いて，需要供給関係が市場価格変動を規定するものとして把握されるのであ
る。産業循環運動における市場価格変動は前者におけるものであり，その基
本的形姿の解明の上に，後者における市場価格変動の展開が可能となるので
あり，市場価格変動そのものも区別されねばならないものといえよう。
　最後に，　「需要供給の変動が平均的市場価格＝市場価値を調節する」とい
うことについてであるが，それに関してマルクスは，なにごとも述べてい
ない。ここで，これまでのマルクスの叙述から推測的に述べておけば，需
要供給の変動が市場価格変動を惹起するのであるが，その市場価格変動の結
果として供給が変化し，かくて，供給構造の変化が生じるならば，生産諸条
件の「組合せ」が変動し，市場価値水準自体に変動が生じるということであ
る。換言すれば，市場価格変動を通して，需要供給の新たな均衡体系が確立
され，社会的総労働の比例的配分が新たに確定されていくのであり，そのよ
うな状況のもとでは，市場価値が新たな水準に調節されるということである。
　需要供給関係の変動によって，市場価格の市場価値からの「一定の量的偏
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差」（Kap．皿・221）が惹起されるのであるが，マルクスは，「その偏差の
解消への傾向」（Kap．　II・210）が存在するとしている。市場価格の市場価
値からの「偏差」は，累積的増大傾向にあるのではなく，　「解消」傾向にあ
るということである。マルクスは，需要と供給の間に不均衡が惹起されたと
しても，それは直ちに均衡化されるものとして把握しているということであ
る。しかし，かかるものとしての需要供給とは，日常的な，現象の表面にお
けるものに他ならないのである。マルクスは，「偏差」の解消について，次
のように，　「需要と供給によって非常にさまざまな形でおこなわれる」とす
る。
　「たとえば，需要が減り，したがって市場価格が下がれば，その結果は，
資本が引きあげられて供給が減らされると．いうことになりうる。しかしまた，
必要労働時間を短くする諸発明によって市場価値そのものが引き下げられ，
それによって市場価格に一致させられるということにもなりうる。これとは
反対に，需要が増し，それとともに市場価格が市場価値よりも高くなれば，
その結果は，この生産部門に多すぎる資本が供給されて生産が高められ，し
たがって市場価格そのものが市場価値より下に下がるということになりうる。
または，他方では，価格騰貴のために需要そのものが減らされるということ
にもなりうる。また，あれこれの生産部門では，市場価値そのものが長短の
期間にわたって上がるということにもなりうる。というのは，要求される生
産物の一部分がこの期間中はいっそう悪い条件のもとで生産されなければな
らないからである」　（Kap．皿・216～7）。
　ここでは，需要の状況に対応して市場価格が変動するとされているのであるが
その市場価格の変動が，生産部門内においては，生産編制を変化せしめることに
よって市場価値変動を惹起し，市場価格と市場価値の一致をもたらすものとさ
れ，生産陛下門間の関係としては，資本移動を惹起することによって，需給
の均衡が達成されるものとされているのである。即ち，需要供給の不均衡の
均衡化，市場価格の市場価値からの「偏差」の解消の契機として，資本の部
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門間移動と市場価値の変動が措定されているということである。それは，需
給関係と市場価格変動とが相互規定的に作用しないために，需要供給の不均
衡が，市場価格変動を通して均衡化を達成するという調整機構が機能しない
ということである。それ故，マルクスが，引用文中において，　「価格騰：貴の
ために需要そのものが減らされる」ことがあるとしているのは，誤解を招く
ものといえよう。市場価格変動に需給関係が対応しないと想定されているが
故に，そこでは，部門間の資本移動や市場価値変動が問題にされたのである。
　ここで，，部門間の資本移動が，供給一生産規模を変化せしめるということ
についてみておこう，資本が，部門間を移動するということは，市場価格が高
く，利潤率の高い部門に資本が流入し，市場価格が低く，利潤率の低い部門
から資本が流出するということである。それは，市場価格の状態が，　「あち
こちで利潤を一般的な平均水準よりも高くしたり低くしたりする」（Kap．
皿・234）ということによって，資本の運動が惹起されるということなのであ
る。然るに，　「ある部面からさしあたり利潤が平均よりも高い生産部面へと
絶えず資本が移動する」という資本の運動は，　「種々の部面の生産物の価値
を生産価格に転化する」（Kap．皿・234）のである。それ故，ここで指摘さ
れている市場価格の変動が，　「資本の不断の流出入を生みだす」ということ
は，市場価格の変動は，「ある与えられた期間の商品の平均市場価値を，市
場価値にではなく，この市場価値からかたよっていて非常に違っている市場
生産価格に引きもどす」（Kap．　III・235）ものとして機能しているというこ
とである。かくて，需給の均衡化の契機としてあ資本の部門間移動は，一方
では需給の不均衡の均衡化を達成し，それ故，社会的総労働の生産諸部門聞
への配分を調整するのであるが，他方では部門毎の特殊利潤率を一般的利潤
率に均等化し，それ故，市場価格変動の「重心」を，市場価値から市場生産
価格へと移動せしめるものとしても機能するものといえよう。
　ところで，市場価格の高い部門に資本が流入するならば，生産規模が拡大
して，供給量が増大するのであQ，市場価格の低下が惹起されるにいたるの
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であるが，その際，流入した資本は，いかなる生産条件のものであるかは，
かならずしも一義的に決定しえないの．である。それ故，市場価値水準への影
響も一義的ではないのである。例えば，　「上位」の生産条件に集中するもの
とすれば，その際，市場価値水準の低下が生じることになるのである。これ
に対して，宇野弘蔵氏は，「新しい生産を始めようとすれば，大体において
ヨリ悪い条件のもとに生産せざるをえない」とされているのである。宇野氏
は，そこでは，その理由として，「上位」，「中位」の生産条件によって，「そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）の生産を増進することが困難な事情にある」とされているのであるが，何故，
「困難」になるのかということについては，明確にされていないのである。
然るに，「下位」の生産条件によって生産の増進がおこなわれるならば，市
場価値水準は上昇することになるのである。
　市場価格の低い部門から資本が流出していく場合は，　「下位」の生産条件
による商品の生産が減少することになるものといえよう。　「下位」の生産条
件のものは，市場価格の低落によって，特別剰余価値は勿論のこと，平均的
な剰余価値すら取得しえなくなるのであり，真先に生産を減退せしめるもの
である。然るに，　「下位」の生産条件による生産が相対的に減少するものと
すれば，　「上位」，「中位」の生産条件によって生産がおこなわれることにな
り，この時にも，市場価値水準は低下することになるのである。
　それ故，資本の部門間移動は，供給量の変動をもたらすものであるとはい
え，その移動によってどの生産条件が変化するかということを一義的に規定
しえないので，供給構造，従って，生産編成に対しての影響も一義的ではあ
りえないのである。
　次に，市場価格の市場価値よりの「偏差」を解消する契機として，市場価
値そのものの変動が想定されるということについてであるが，それは，市場
（14）宇野弘蔵〔16〕72～3ページ。
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価格の変動に対応して，市場価値の変動を想定するということである。そこ
では，市場価格そのものの規定と，市場価値変動が惹起されるにいたる期間
についての検討が必要であろ．う。
　遊部久蔵氏は，マルクスのここでの叙述に関連して，市場価格は，需給の
変化によって変動するのではなく，その背後における生産力の変化を前提と
して変動するのであり，新たに形成された市場価値の上での「市場価格の安
　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　定」として変動するとされている。しかし，マルクスが市場価値の変動を問
題にしたのは濡要供給関係の変動・よ。て生じた・新た臨場価格の土討6）
たらしめるものとして，従って，市場価値から「偏差」した市場価格に価値の
実体的規定を与えるものとしてである。市場価値の変動が先ずあって，その
変動を反映するものとして市場価格が変化するということではないのである。、
そこでは，市場価格の変動に対応して，市場価値が変動するものと想定され
ていることに問題が存していたのである。
　しかし，市場価格変動と市場価値変動が対応するということは，そこでの
市場価格は，市場価値の貨幣的表現として規定されるものであるということ
である。然るに，上記の引用文において想定されている市場価格変動そのも
のは，需給関係によって惹起されるものであったのである。即ち，マルクス
は，市場価格変動を，一方では市場価値変動を反映するものとして，他方で
は需給関係の変動によって惹起されるものとして規定しているのである。そ
れ故，ここでの市場価格変動に二面的性格を与えたことに，或は，両者を明
確に区別しえなかったことに，市場価格変動に市場価値変動が対応するとい
う想定が生じることになったものといえよう。
　然るに，市場価値変動そのものは，マルクスの展開においては一定の意味
（15）遊部久蔵〔14〕266～7ページ。
（16）　〔14〕265ページ。
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をもっていたのである。既に述べたように，マルクスは，市場価値の低下は，
需要の増大を惹起し，市場価値の上昇は，需要の縮小を惹起するとしていた
のである。即ち，市場価値の変動を想定することによって，需要の運動態様
の逆転を主張しようとしたのである。需要の縮小は，市場価格を下落させる
のであるが，そこで市場価値の低下を想定すれば，需要の増大を帰結しうる
のである。又，需要の増大は，市場価格を騰貴させるが，そこで市場価値の
上昇を想定するならば，需要の縮小を帰結しうるのである。かくて，需要の
運動方向を逆転せしめる契機として，市場価値そのものの変動が想定された
ものといえよう。
　ここで，市場価値の変動についてみておこう。市場価値とは，市場に存在
する一定の生産部門の商品総量を対象として，それがその生産に必要な社会
的労働を含んでいる，ということによって規定されるものである。それ故，
その商品の生産条件が，　「もっと困難な事情」になるか，　「もっと容易な事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／情」になるかによって，市場価値変動が惹起されるにいたるものといえよう。
即ち，市場価値の変動は，社会的必要労働時間の変動に帰着するということ
である。しかし，そのことは，社会的必要労働時制の変化がすべて市場価値
の変動として結果することを意味するものではないのである。市場価値は，
ある生産部門の「商品量全体の価値：」（Kap．皿・208）によって規定されて
いるのであり，それは，「すべての個々の商品の価値を合計した現実の総額」
に等しいものである。それ故，労働過程における技術上の変化によって，個
別的諸価値の変動が惹起されるのであるが，それが現実の市場価値の変化と
して顕在化するにいたるのは，その技術変化が，ある生産部門の商品総量の
大半に及ぶことによってである。市場価値の形成は，個別的諸価値の「一つ
の社会的価値」への均等化の過程としておこなわれるのであり，それは具体
的には，特別剰余価値の生成と消滅の過程に他ならないのであり，その過程
を通して，新しい技術が一般化するのであるが，そのことは，労働過程にお
ける技術上の変化が，当該生産部門全体の生産条件を変イビきせ，市場価値の
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変動として顕在化するには一定の期間が必要であるということであり，　「大
なり小なりの一期間の全体」において，市場価値変動が問題になりうるとい
うことを意平するものである。それ故，「諸発明」や「悪い生産条件の拡大」
という生産条件の変化によって，個別的諸価値に変動が惹起されるとしても，
それは直ちに市場価値の変動として結果するものではないということである。
　市場価値とは，概念的には「平均価値」であり，絶えざる市場価格変動の
「重心」として自己を貫徹していくものであるが，それは，　「大なり小なり
の一期間の全体」において，即ち，長期的，平均的に成立する概念であると
いうことによるものである。その点からしても，生産諸条件の継起的変動に
対応して，夫々の段階において市場価値が規定されるというものではないこ
とが明らかであろう。それは，産業循環の一周期全体にわたる生産諸条件の
継起的変動を通して，その結果として規定される概念に他ならないのである。
それ故，マルクスが特定の生産諸条件の編制において，市場価値を規定して
いるとしても，そこでの生産編制，供給構造は，平均において与えられたも
のである。生産過程における諸資本相互の特別剰余価値を追求する競争の結
果として，特別剰余価値の生成と消滅の過程を通して，生産編制，供給構造
が平明されるのであるが，そのような供給構造を基礎にして，市場価値は，
抽象的に規定されるのである。然るに，特別剰余価値の生成と消滅の過程と
は，産業循環の一周期全体において与えられるものなのである。個別的諸価
値を「一つの社会的価値」一市場価値に転化せしめるものは，「個別資本相
互の対立・競争」であるとしても，その実体は，特別剰余価値の追求であり，
その生成と消滅として、それ故、産業循環過程として具体化するのである。
　城座和夫氏は，ここでの需要供給の不均衡の均衡化の契機として措定され
た市場価値変動は，「短期・中心価格」としての意味を持つとされる。城座
氏は，　「資本の部門間移動が充分な程度でおこなわれない期間内」において
は，変動を想定された市場価値といえども，市場価格変動の中心としての意
昧をもちうるのであり，しかし，資本の部門間移動が充分におこなわれるにい
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たるならば，それは中心価格としての意味を失うものなのであり，それ故，そ
れは本来の「長期・中心価格」とは区別されるものとしての「短期・中心価
　　　　　　　　　　　　　　〔1の格」であるとされるのである。
　しかし，市場価格変動の「重心」としての中心価格＝：平均的市場価格を，
長期と短期とに区別したとしても，マルクスのここでの説明が理論的斉合性
をもつわけではないのである。又，中心価格を長期と短期に区別する場合で
も，両者における市場価格は概念的に相違するものであることが明確にされ
ねばならないものといえよう。　「長期・中心価格」として帰結される市場価
格とは，再生産の実体に規定された，それ故，需要供給関係によって規定された
市場価格のことであり，それはむしろ「短期・中心価格」そのもののことである。
これに対して，「短期・中心価格」に帰結されるものとしての市場価格とは，
日常的，現実的な市場価格に他ならないのである。それ故，そこでは「短期・
中心価格」そのものが，上昇と下落の周期的運動を描き，「長期・中心価格」
に収敏されることの機構的解明が改めてなされねばならないのであり，そこ
（17）一座和夫〔10〕237～8ページ。
　屋嘉宗彦氏は，　「需給不均衡」のもとで，　「短期的市場価値」が成立するとされてい
　る。それは，　「需給の変動過程を考慮に入れた，より短期的な局面での諸資本の競争
　と市場価値との関連」　（「生産価格と独占価格」関恒義編『現代の経済学』　（上），
　青木書店，1978年。26ページ）を積極的に問題にしょうとするためのものであるとさ
　れる。屋嘉氏は，　「短期的市場価値」は，　「個々の時点での個別的価値の平均」にお
　いて与えられ，それの一定期間における平均として，　「長期的市場価値1が成立する
　　（28ページ）とされているのである。ここでは，まず，　「需給不均衡」のもとで，い
　かにして「個別的価値の平均」が与えられうるかという，　「短期的市場価値」の形成
　それ自体が問題であるといえよう。　「需給不均衡」のもとで，　「平均価値」による市
　場価値規定を問題にしょうとすれば，それは，　「市場価値の変化過程」として論じら
　れる以外にないのである。城国印は，その問題を除外するために，日常的市場価格の
　変動の「重心」をなすものとして，「短期・中心価格」を設定されたのである。次に，　「供
　給量の変化そのものや供給者間の力関係の変化を直接反映するもの」　（27ページ）と
　しての意義をもっとされる「短期的市場価値」が設定ざれることによって，そして，
　その「一定期閤における平均」として，　「長期的市場価値」が与えられるものとすれ
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に市場価格論の困難が存するものといえよう。
　ここで，マルクスによって指摘された需要供給関係と市場価格の動態的展
開を産業循環過程において整理すれば，次のようになる。好況過程にお』いて
は，需要増大一市場価格の騰貴一市場価値の上昇（悪い生産条件の拡大）一需
要縮小。不況過程においては，需要縮小一市場価格の下落「市場価値の低下
（諸発明）一需要増大。
　好況過程においては，資本蓄積の，特に，生産手段についての「自立的」
発展が展開し，それに主導されて需要が急速に増大していくのであるが，そ
の需要の増大傾向が縮小へと転換するということは，好況過程を推進せしめ
た資本の蓄積軌道の転換に他ならないのである。しかも，その転換は，恐慌
による暴力的，強制的な転換としてのみおこなわれるのである。それ故，市
場価格の騰貴による利潤の増大に誘発されて供給の増大が生じ，その供給
増大が「悪い生産条件」の拡大によって対応されるということがあるとして
も，そこで需要供給関係の不均衡，ここでは「超過需要」の状況が解消され
ば，市場価値の形成とは，本来，特別剰余価値の生成と消滅の過程であるということ
が全く欠落してしまうということである。個別的諸価値の「一つの社会的価値」への
転化とは，　「供給者間の競争関係の変動」の過程を通して，従って，特別剰余価値の
生成と消滅の過程を通して，結果として，「長期的供給構造」が確立するといラこと
に他ならないのである。しかし，このような市場価値形成の本質的意義が，「短期的
供給構造」の変動の平均として，　「長期的供給構造」の成立過程が規定されてしまう
ならば，全く，把握されえないのである。屋嘉氏は，「日常的な需要の変動と市場価
格変動の背後で進行している短期的供給構造の変化をとらえる」　（27ページ）必要が
あること，「個別的価値自体は，かならずしも長期の平均として措定される概念で
はない」　（27～8ページ）ということに，「短期的市場価値」設定の根拠を求めよう
とされるのである。しかし，　「短期的供給構造の変化」を把握するということ自体，
いかなる意義をもつかは明確ではないが，その点は措くとしても，日常的に変動する
市場価格ではなく，一定の再生産構造における需給関係の実体に規定されたものとし
ての市場価格を問題にするということであれば，それは供給構造の変化の指標となりうる
のである。又，個別的価値が「短期的」なものとして措定されるとしても，その平均
がそこで成立しうることを意味するものではない。
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るということにはならないのである。そこでは，資本の蓄積軌道の転換の故
に，　「需要超過の再生産構造」が，　「供給過剰の再生産構造」へと逆転する
ことによって，市場価格の一大崩落が惹起されるものと想定されねばならな
いものといえよう。かくて，好況過程においては，市場価格の騰貴の故に，一
方での需要の減退，他方での供給の増大が生じ，需要供給関係の逆の背離が
生じることによって市場価格が低下するにいたるという，需要供給関係と市
場価格変動の相関関係が作用するのではなく，市場価格の一大崩落を惹起す
るにいたる再生産構造の変動が想定されねばならないのである。
　不況過程においては，供給過剰が顕在化し，需要の縮小が累積的に進行す
るのであるが，「諸発明」による市場価値低下によって，その需要の縮小傾
向が増大運動へと転換するということであり，不況過程が好況過程へと移行
するということである。マルクスは，その移行の契機として「諸発明」を想
定しているのであり，生産力の急速な発展こそが不況克服の契機であるとし
ているのである。マルクスが，『剰余価値挙説史』において，「改良や発明や生
産手段のより大きな節約などが利用されるのは，価格がその平均水準よりも
高く上がっている時期ではなく、価格がその平均水準よりも低く下がり、し
たがって利潤がその通常の率よりも低く下がっている時期においてである」
（Meh．　ll・21）としているのは，まさしく，この点に関するものといえよう。
それ故，不況過程にIS・いては，市場価格の低下の故に，一面では利潤減少に
よる供給の減退，他面では価格低下による需要増大が生じ，市場価格の水準が
回復するということではなく，市場価格の下落による供給の減退の傾向は，
生産力の増大を契機として逆転せしめられ，新投資需要の回収と増大などに
よって，需要の増大が惹起され，市場価格が下落から騰貴へと転換するにい
　　　　　　　　　（18）たるものといえよう。
（18）大島氏は，資本制生産のもとでは，　「社会的需給を調整し，総体としての社会的再
　生産を可能にするような特有の運動機構」は，　「価格機構」と「産業循環運動」の二
　つであるとされ，産業循環運動を「捨象した価格機構による社会的需給調整運動は一
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　かくて，資本制生産における需要供給関係の動態の基本的特徴が，その不
均衡の累積的増大傾向に存するものとすれば，そのような需要供給関係に規
定される市場価格の周期的騰落の運動を通して，市場価値が現実的に規定さ
れていくものといえよう。資本蓄積の動態における市場価格変動の考察が，
従って，産業循環的市場価格運動の検討が，そこでは不可欠の課題となるの
　　　（19）
である。
　需要供給関係と市場価格の変動過程を通して，市場価値が規定されること
を，積極的に問題にされたのは，宇野弘蔵氏である。宇野氏は，市場価値は，「一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tzo）定の期間における市場価格の変動の平均化されたものとして実現される」と
され，その決定は，需給の変動過程において，　「如何なる生産条件の商品が
　　　　　　　　　　　　　　　el）その供給増加を決定的にするか」ということによっておこなわれるとされる。
それ故，宇野氏において，市場価値形成にとって重要なことは，生産の増減
　っの抽象にすぎない」　（〔7〕53ページ）のであるが，　「マルクスが市場価値論で扱
　う問題も，こうした抽象次元での価格機構の分析」（同前）であるとされるのである。
　しかし，市場価値論においては，「資本の生産物」としての商品が分析対象とされて
　いるのであり，それ故，資本の固有の運動形態としての産業循環運動は，抽象的にで
　はあれ表象されておかねばならないのである。然るに，そのことは，市場価値の問題
　は，産業循環の諸局面との関連においてこそ論じられるべきであることを意味してい
　るのである。産業循環運動が捨象されて，市場価値論が論じられるものとすれば，市
　場価格の絶えざる変動の過程を通して，その「重心」において，市場価値が自己を貫
　徹していくということも，総じて，市場価格と市場価値との関連が，価値と価格の関
　連と本質的には同一のものとして理解されざるをえないものといえよう。抽象的な市
　場価格論とは，単なる価格論と同義であるということである。
（19）大内力・大内秀明の両氏は，市場価値論の主題について，　「もっとも市場価格の変
　動や需給の変化は，循環過程からきりはなしえないものであるから，市場価値論を循
　環論との関連で検討することが，第3部に関してまず問題になづてくる」　（「市場価
　値論の意義」『資本論講座』⑦青木書店，1965年。60ページ）とされて，「市場価値
　論を循環過程論の一環に組みいれることによって，はじめて循環の各局面での価格変
　動を説明する原理があたえられることになる」　（同前，62ページ）とされている。
（20）宇野〔16〕72ページ。
（21）宇野〔17〕224ページ。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳が，三つの生産条件の「いずれの組合せを基礎として行われるか」というこ
とにあるとされるのである。
　宇野氏は，追加的供給の生産条件が，，市場価値を規定するとされているの
であるが，その際，追加的に供給される生産条件が上，中，下位のいずれで
あるかということがいかにして決定されるのかということは，かならずしも
明確ではない。宇野氏は，その生産条件の確定について，「その商品の再生産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　過程における一般的な傾向を反映したもの」とされているのであるが，その
点を，桜井毅氏は，　「社会の再生産構造を代表する生産条件」は，　「一般的
　　　　　　　　　　　　　利潤率によって確認される」とされている。即ち，市場価値が規定されると
いうことは，　「客観的に一般的利潤率が与えられることによって社会的に再
　　　　　　　　　　　　　　　生産条件たることを承認される」ということであるとされているのである。
然るに，桜井氏は，宇野氏と同様に，社会的再生産条件の確定は，　「傾向」
としてのみ可能であるとされるのである。「くりかえしおこなわれる再生産
条件自身の確定を，一般的に価格動揺の中に，生産技術を含む絶えざる需給
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロのアンバランスの中に，傾向として見出す」ことが出来るのであり，問題は，
「再生産過程の拡大・縮小の変動に応ずる生産地条件のなかでの傾向をとら
　　　　　えること」であるということである。
　しかし，追加的供給の生産条件の確定が，「傾向」としてのみ可能である
ものとすれば，そこでは，市場価値は，具体的に規定されえないものといえ
よう。宇野氏の所説においては，　「限界価値」一限界条件が確定されえない
かぎり，市場価値は，規定されえないのである。市場価値規定を，　「繰りか
（22）　〔16〕72ページ。
（23）　〔16〕73ページ。
（24）桜井毅〔19〕260ページ。
（25）　〔！9〕256ページQ
（26）　〔19〕239ページ。
（27）　〔19〕260ページ。
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えし行われる再生産の問題」として論じるにしても，限界的生産条件が確定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ce8）されないかぎり，宇野氏の市場価値規定は不可能なのである。
　宇野氏の市場価値規定は，．市場に供給される商品の供給構造とは無関係に
おこなわれるものとされているのである。それは，市場価値は，「平均価値」
によってではなく，　「限界価値」によって規定されるということであり，市
場価格変動の「平均」として，市場価値を規定するということとは，全く無
関係なものである。この「限界価値」による市場価値の規定が，宇野氏の市
場価値論における一般的規定に他ならないのである。宇野氏においては，需
給関係は，供給の増減に対して，いかなる生産条件の商品が対応するかを決
定していくものとされているのであり，市場価値規定に直接の関りをもつ追
加的供給の生産条件を確定するものが需給関係であるとされているのである。
それ故，そこでは，需給関係が，直接，市場価値を規定することになってい
るのである。それは，まさしく，市場価値論の「需給関係論的把握」に他ならな
いものといえよう。
　最後に，宇野氏が，需給関係は，　「不断の価格の変動の内に互に調節され
る」とされていることについてみておこう。宇野氏は，需給関係の「不断の
不均等の不断の均等化」は，日常的に達成されていくとされるのである。確
（28）　〔16〕72ページ。
　この点，大内力氏は，その商品を再生産するのに必要とされる労動量は，　「中位」の
　条件のもとで要する労働量であるから，市場価値は，　「中位の商品の個別的価値」に
　よって規制されることになるとされている。大内氏は，「劣位の条件の資本の移動に
　よって供給量が減じ他の資本による生産の増大が要求されるばあいにしても，また社
　会的需要が増大して追加的生産が要求されるばあいでも，それは中位の条件の資本の
　生産拡大によって，いつでも満されうるものだからである」　（〔20〕20ページ）とさ
　れるのである。大内氏の所説によれば，資本の運動が「中位」構成の資本に平準化す
　る傾向のあることが確認されるならば，追加的供給の生産条件を確定するという二と
　は，全く問題になりえないものといえよう。しかし，そこでは，市場価値規定を市場
　価格変動との関連において問題にするということも，なんら積極的意味をもたないも
　のになってしまうのである。
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かに，日常的に均衡化が達成されていく需給関係があるといえよう。しかし
市場価値規定と至りをもつものとしての需給関係の変動は，日常的なそれで
はなく，資本蓄積の動態において規定されていくものなのである。即ち，市
場価値規定の前提とされる需給関係の「不断の不均等の不断の均等化」が達
成されていくのは，　「大なり小なりの一期間の全体」においてであり，　「数
年から成る一定の循環」（Kap．皿・235）を通してである。換言すれば，社
会的総資本の諭響動の基本的轄としての産業循環の一周期全体において，
社会的総資本の生産諸車門間への均衡的配分が達成されうるのであり，社会
的需要供給関係が調節されうるということである。それ故，市場価値が規定
されるのも，産業循環の一周期全体における市場価格変動の過程を通してな
のである。かくて，資本蓄積の動態の現実的顕現の形姿としての産業循環運
動における需給関係，市場価格の変動によって媒介されるものとして，具体
的な市場価値規定が理解されねばならないものといえよう。
②いわゆる「不明瞭な箇所」について
　市場価値規定において，需要供給関係は，媒介的契機としての意義を持う
ものであったが，需要供給が一致する場合には，市場価値規定は，　「商品総
量はその生産に必要な社会的労働を含んでいる」（Kap．皿・208）というこ
とによって与えられるのである。これ対して，マルクスには，需要供給が
不一致の場合には，市場価値は，需要供給関係によって規定されるというこ
と，従って，価値決定要因に社会的需要を含むものとして叙述しているかに
思われる箇所があるのである。それは，従来，マルクス市場価値論における
いわゆる「不明瞭な箇所」として，数多くの論議を呼んだ箇所でもある。
　市場価値論におけるいわゆる「不明瞭な箇所」とは，次のような叙述のも
のである。
〔1〕　「市場価値を，最悪の条件や最良の条件のもとで生産される商品が規
制するということは，ただ異常な組合せのもとだけで現れることである」
　（1くap．　皿　・　203）　。
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〔1〕　「需要が大きくて，最悪の条件のもとで生産される商品の価値によっ
て価格が規制されても需要が収縮しないほどであれば，このような商品が市
場価値を規定する。このようなことが可能なのは，ただ，需要が普通の需要
を出る場合か，または供給が普通の供給よりも減る場合だけである。最後に，
生産される商品の量が，中位の市場価値で売れる程度よりも大きければ，最
良；の条件のもとで生産される商品が市場価値を規制する」（Kap。皿・204）。
〔皿〕　「供給に比べて需要が弱ければ，有利な条件で生産される部分が，そ
の大きさはどれだけであろうと，その価格をその個別的価値まで引き下げる
ことによって無理やりに場所を占める。この最良の条件のもとで生産される
商品の個別的価値と市場価値が一致しうるのは，需要よりも供給のほうがず
っと大きい場合よりほかにはない」（Kap．皿・210）。
〔IV〕　「商品量がそれにたいする需要よりも小さいかまたはそれよりも大き
いならば，市場価値からの市場価格の偏差が現れる。そして，第一の偏差は，
商品量が過少な場合には，つねに，最悪の条件のもとで生産される商品が市
場価値を規制し，過大な場合には，つねに，最良の条件のもとで生産される
商品が規制するということであり，したがって，それぞれ違った条件のもと
で生産される商品量のあいだの単なる割合から見れば別の結果が生ぜざるを
えないであろうにもかかわらず，両極の一方が市場価値を規定するというこ
とである。需要と生産物量との差がいっそう大きければ，市場価格も市場下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tz9）値から上か下かにいっそう大きくかたよるであろう」　（Kap．　III・211）。
　〔1〕では，「両極の一方」の生産条件が市場価値を規制するのは，「異
常な組合せ」の場合であるとされているが，その「組合せ」とはなにかが先
（29）山本氏は，これらの箇所は，　「不明瞭Jなのではなくて，価値理論にたいする一種
　の「訂正」がおこなわれている（〔1〕121ページ）とされている。ここでの「訂正」
　とは，「平均価値」から「限界価値」へと市場価値規定が変化したことを示すものと
　いえよう。しかし，それは，　「訂正」ではなく，基本的原理の転換なのである。
一　160　一
価値と市場価値について（皿）693
ず問題であろう。山本二三丸氏は，生産諸条件の「組合せ」であるとして，
「平均的条件」のもとで生産される商品が大量を占める場合は，「正常な組
合せ」であり，　「両極の一方」の生産条件が大量を占める場合が，　「異常な
　　　　　　　　　　　　　（30）組合せ」であるとされている。これに対して，東井正美氏は，そこでの「組
合せ」とは「需給量の組合せ」のことであるとして，「異常な組合せ」とは，
「普通の供給量と普通の需要量とのさまざまな不均衡をいうのである」とさ
れ，需給が不均衡の場合，　「限界価値」によって市場価値が規定されるとさ
　　　　（31）
れている。
　確かに，「需給の異常の組合せ」であるとすれば，引用文〔H〕～〔W〕
で指摘されていることは，需給が異常な場合には，市場価値は，生産条件の
「組合せ」からは独立に，　「限界価値1によって規定されることであるとし
て，それなりに統一的に理解することが出来るのである。しかし，引用文
〔1〕は，市場価値の「加重平均規定」と「大量：支配規定」という「平均価
値」による市場価値規定について問題にされている箇所で言及されているの
であり，それは，生産条件の「異常な組合せ」として理解する方が無理はな
いといえよう。即ち，それは，「生産される商品の量は同じであり，与えら
れた量」であるとき，　「この商品量のうちのいろいろに違った条件のもとで
生産される種々の成分の割合だけが変動する」ならば，　「同じ商品量の市場
価値が種々に異なって規制される」（Kap．田・210）ということの問題に他
ならないのである。しかし，それでいわゆる「不明瞭な箇所」が「平均価値」
による市場価値規定として統一的に把握されるわけではないのである。引用
文〔IV〕においては，明らかに「限界価値」による市場価値規定について言
及されているのである。そこでは，　「それぞれ違った条件のもとで生産され
る商品量のあいだの単なる割合」とは無関係に，　「両極の一方」の生産条件
（30）　〔1〕136～7ページ。
（31）東井正美〔11〕　（デ）14ページ。
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によって市場価値が規定されるとされているのである。生産条件の「両極の
一方」が市場価値を規定するということは，生産条件の「組合せ」とは独立
におこなわれるということであり，それは，「限界価値」による市場価値規
定のことに他ならないのである。
　それ故，引用文〔1〕～〔W〕においては，　「両極の一方」の生産条件に
よって生産される商品の個別的価値が市場価値を規定することについて，「平
均価値」による場合と「限界価値」による場合とが挙示されているものとい
えよう。　「不明瞭な箇所」について，山本二三丸氏の「誤記説」を別とすれ
ば，大きくわけてこれまで「市場価値の変化過程」の問題として説明する所
説と市場価値の「特殊的規定」として説明する所説があるが，前者は「平均
価値」による場合を，後者は「限界価値」による場合を問題にしていたので
ある。ここでは，　「不明瞭な箇所」を「平均価値」による市場価値規定の場
合について問題にしてみよう，「限界価値」による場合については，次項で
別個にとりあげることにする。
　ところで，マルクスは，生産条件の「組合せ」について，三種類を挙示し
ている。第一の場合は，　「上位」と「下位」の生産条件の商品量が平均化さ
れて，　「中位」の大量の商品の価値によって市場価値が規定される場合であ
る。第二の場合は，　「下位」の生産条件の商品量が大量を占めており，　「下
位」の生産条件によって市場価値が規定される場合である。第三の場合は，
「上位」の生産条件の商品量が大量：を占めており，　「上位」の生産条件によ
って市場価値が規定される場合である。マルクスが生産価格論において，「中
位の資本構成」を想定して，　「諸命題」を立てていること（Kap．　IH・233）
を考慮すれば，以上のうち，第一の場合が「正常な組合せ」であり，第二，
第三の場合が「異常な組合せ」であるといえよう。この点について簡単にみ
ておこう。
　マルクスは，　『資本論』第三部第10章の冒頭で，生産諸条件の相違の故に
惹起される諸資本間の競争においては，　「構成の違う生産部面のあいだでの
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均等化が，つねに，これらの部面を中位構成の部面と同じにする方向に向か
わざるをえない」のであり，その場合，「この中位構成の部面が社会的平均
に正確に一致するか，それともだいたい一致するだけかは，どちらでもかま
わない」（Kap．田・198）としているのである。諸資本は，　「理想的な，す
なわち現実には存在しない中位状態」の生産条件を目ざして競争を展開し，
その運動は，「中位状態を中心として規制される傾向をもつ」（Kap．田・198）
ということである。かくて，「中位構成の部面では，ちょうどこの部面の生
産物がその現実の価値で売られるのと同じことが実際上行なわれる」（Kap．
皿・234）のであり，市場価値は，価値と一致することになるのである。マル
クスは，この現実的根拠を持つとされる「中位」構成の資本によって生産さ
れた商品の市場価値規定を出発点に設定しているものといえよう。
　かくて，生産条件の「組合せ」が「正常」であるということは，　「商品大
量がほぼ同一の標準的な社会的条件のもとで生産」されているということで
あり，　「中位の大量に属する商品の価値」が，　「両極に属する商品の平均価
値」（Kap．皿・208）に等しい場合であるといえよう。その時，「両極で生
産される商品にとってはこの価値はその商品に押しつけられた平均価値とし
て現れる」　（Kap．皿・209）ことになるのである。
　馬場元二氏は，　「通常の場合においては，即ち，社会的生産構造に左程の
変化がない限り」，市場価値は第一の場合において成立するとされ，「蓋し，
私的労働の競争は必然的に，中位条件によって生産される商品：量を支配的た
らしめる」からであり，これに対して第二，第三の場合は，「生産構造が急
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）激に変化をきたしたような特別の場合に限られる」のであり，経済再編成の
端初における市場価値規定であるとされている。馬場氏は，生産諸条件の「組
合せ」が異常であるのは，生産構造が特別であることのためであり，それ故，
それは過渡的性格のものとして把握されているのである。これに対して，高
（32）馬場元二〔4〕17ページ。
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島永幹氏は，三種類の生産諸条件の組合せと「異常な組合せ」とは別個のこ
とであるとされる。三種類の生産諸条件の組合せは，どの場合も，　「それら
が市場価値決定における一般的な場合ではないにしろ，やはり『平均価値』
による市場価値の規定ゴであり，「一般的市場価値規定」を意味するもので
あるが，しかし，引用文〔1〕に・おいて挙示されている「異常な組合せ」と
は，そのような「平均価値」による一般的市場価値規定が適用されない場合
のことであり，　「『最悪』もしくは『最良』の条件という『極端s’によって
市場価値が規制されるという，まったく特殊な『限界価値』による市場価値
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C33）規定が行われざるをえない」場合のことであるとされるのである。
　高島氏は，生産諸条件の「両極の一方」によって生産された商品が市場価
値を規定するのは，生産条件の「異常な組合せ」の場合であるが，しかし，
それは，　「平均原理」による市場価値規定ではなく，　「限界原理」によるも
のであるとされているのである。即ちジ高島氏は，　「両極の一方」の生産条
件による市場価値規定は，　「限界価値」による場合しかありえないものとさ
れているのである。しかし，　「限界価値」による市場価値の規定ということ
は，生産条件の「組合せ」からは独立して，　「両極の一方」の生産条件が一
義的に市場価値を規定するということなのである。その際，いずれの極の生
産条件であるかを決定するのは，需給関係の状況なのである。市場価値規定
が生産諸条件の「組合せ」によっておこなわれるかぎり，その「組合せ」が
「正常」であろうと「異常」であろうと，それは「平均価値」による市場価
値規定なのである。
　引用文〔ll〕，〔脇においては，①「需要が普通の需要を越える場合」，
「供給が普通の供給よりも減る場合」，「商品量が過少な場合」には，「最悪」
の条件のもとで生産される商品が平均価値を規定する，②「生産される商品
（33）高島永幹〔8〕172ページ。
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の量が中位の市場価値で売れる程度よりも大きい場合」，「需要よりも供給の
ほうがずっと大きい場合」，「商品量が過大な場合」には，　「最良」の条件の
もとで生産される商品が市場価値を規定する，、ということが指摘されている
のである。そこでは，需要供給関係と市場価格変動との相互関連の機能が，
需給関係が「異常」であることによって作用しない場合に，市場価値は，「両
極の一方」の生産条件によって規定されるとされているのである。需給関係
の変動によって市場価格の騰落が惹起されるのであるが，需給の状況が「異
常」であるために，市場価格は変化したままの水準に留まるのであり，その変
化した市場価格に価値実体を与えるものとして，市場価値水準そのものの変
動が想定されているということである。この問題に関連したマルクスの説明
は，需給関係と市場価値変動との関連の問題において見出される。
　マルクスは，需要供給関係の不均衡の解消の契機として，部門間の資本移
動と市場価値変動とを想定していることは，既に述べた通りである。しかし，
資本移動は，総体として，生産規模の拡大と縮小，供給量の変動をもたらす
ということであり，市場価値変動に一義的な影響を与えるというものではな
かった。それ故，ここでは，市場価値変動についてのみ問題にすることにす
る。そこで，マルクスが問題にしたのは，需要が減退する場合には，市場価
格が下落するが，それに対応して，「必要労働時間を短くする諸発明」がお
こなわれることによって市場価値が引き下げられるということ，需要が増大
した場合には，市場価格が上昇するが，その際，　「いっそう悪い条件のもど
で生産される」商品によって，その増大した需要がみたされるので，　「長短
の期間」にわたって市場価値が引き上げられるということである。
　　ゴ　然るに，　「必要労働時間を短くする諸発明」が市場価値の低下を惹起する
ということは，　「最良」の条件のもとで生産される商品が大量を占め，それ
が市場価値を規制するということである。これに対して，「悪い生産条件の
拡大」によって，市場価値の上昇が惹起されるということは，　「最悪」の条
件のもとで生産される商品が大量を占め，それが市場価値を規制するという
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ことである。それ故，「平均価値」による市場価値規定に依拠するかぎり，
「不明瞭な箇所」は，市場価値の変化過程として把握されざるをえないもの
といえよう。かくて，　「不明瞭な箇所」を，　「市場価値の変化過程」として
把握することが誤りであるとされる場合，そのこと自体に誤りがあったので
はなく，そこで，　「平均価値」による市場価値規定を採用したそのことが問
題とされねばならないのである。しかし，「不明瞭な箇所」において，市場
価値が「限界価値」と「平均価値」のいずれかによって規定されるというこ
とについてはなにも述べられていないものといえよう。
　かくて，需要供給関係が「異常」であるとき，「両極の一：方Jの条件によっ
て生産きれた商品の個別的価値が，市場価値を規制するということは，市場
価格の市場価値からの「乖離」の解消の契機を問題にすることによって，説
明が与えられるのである。とはいえ，その場合でも，既に指摘したように，
市場価格や市場価値の概念規定に若干の混乱と問題点を残しているのである。
　かくて，需要供給関係の変動によって，市場価格が変動するのであるが，
その際，需要供給が「異常」であれば，市場価格の変動に対応して，供給構
造に変化が惹起されるのであり，市場価値は，　「上位」か「下位」の生産条
件によって生産された商品の個別的価値によって規定されることになるので
ある。そこで：は，市場価値は，「平均価値」よって規定されているのであり，
市場価値規定の基本的原理に変化があるわけではないのである。「平均価値」
の水準を確定するのに強い影響力をもつのは，大量支配的資本の個別的価値
　　　　　　　　　　　　　　　　ゆであるが，それが「上位」か「下位」の生産条件に移行するということであ
る。市場価値規定に影響力をもつ生産条件が移行するのは，需給の不均衡の
もとである。それ故，長期平均において需給が均衡するにいたれば，「中位」
の生産条件が大量となり，市場価値規定の契機となるのである。これが引用
文〔II〕，〔皿〕の問題であるといえよう。それ故，それらの箇所が「不明
瞭」であるということは，そこでは「平均価値」による市場価値規定という
方法が「修正」されているということにあるのではなく，市場価格の市場価
一　166　一
価値と市場価値について（ln）699
値からの「乖離」の解消を想定したり，市場価格変動に市場価値変動を対応
させたりすることの根拠が，「明瞭」に与えられていないということにある
のである。
　ここで，　「不明瞭な箇所」を「平均価値」による市場価値の規定であると
して把握し，支配的生産隊条件の移行による市場価値の変動過程の問題とし
て説明されている本間要一郎氏の所説についてみておこう。
　本間氏は，　「不明瞭な箇所」では，　「需要の契機を導入した需給不一致の
条件下における市場価値規定が問題となっている」のであり，それは，「需
要の大きさのいかんにかかわらず，市場価値がそれ以上には変化しえないと
　　　　　　　　　　　　　　（34）いう上・下の限界を示している」とされる。本間氏は，　「市場価値規定は，
部門間における一定の労働配分比率を前提しなければ成立しえない」とされ
ることから，「投下労働量一定」ということを前提とされ，次のように主張
されるのである。
　生産条件の「組合せ」にシフトの余地が残されている場合，「投下労働量
一定」であるかぎり，生産量の変動は，その「組合せ」のシフトによって惹
起されるのであり，従って，市場価値の変化を意味するものである。それ故，
生産量の変動は，市場価格の変化を惹起するのであるが，その市場価格の変
　　　　　　　　　　　　　　（35）化は，市場価値の変化の「追認」としての意味をもつものであり，市場価格
は市場価値の変化に規制されて変化したのである。しかし，供給の変化の度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）合いが，それ以上に大きければ，　「労働配分比率の変更」が必然であり，労
動の部門間移動が必然化される。かくて，「不明瞭な箇所」においては，「労
働生産力を発展せしめる特殊資本主義的条件と，また生産価格の形成をみち
びく資本の部門間移動を必然化する特殊部門内的条件が，一般的抽象的な形
（34）本間要一郎〔13〕68ページ。
（35）　〔13〕70ページ。
（36）　〔ユ3〕71ページ。
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　　　　　　　　　　　⑳ですでに与えられている」のである。
　本間氏は，　「投下労働量：一定」という前提は，　「非現実的」であるとされ
ているのであるが，本間氏の主張は，この「非現実的」な想定に全く依拠し
ているのであり，ある意味では，前提それ自体に解答が含意されているとも
いえよう。本間氏は，「供給の増減一市場価値の低下と上昇一市場価格の下落
と高騰」として定式化されるのであるが，しかし，　「不明瞭な箇所」で問題
であったのは，市場価格の変化が市場価値の変化を惹起するものとして想定
されてい批ことにあったのである。管掌氏のように，市場価値の変化が市場
価格の変化を惹起するものとされてしまえば，「不明瞭な箇所」の「不明瞭」
さは，はじめから除外されてしまっているのであり，そこになんの困難も存
しないことになるのである。それは「投下労働量一定」を前提とされたこと
の必然的帰結でもある。次いで，本間氏は，供給の変化は，生産条件の「組
合せ」のシフトと労働の部門間移動によってもたらされるとされているので
ある。しかし，そこでは，　「投下労働量一定」という前提が存するために，
結局は，労働の部門間移動にのみ問題は還元されてしまうのである。下問氏
が，分析の帰結として，　「市場価値が市場価格変動を規制する機構を明らか
にするためには，労働配分量一定という前提は非現実的であって，部門間に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おける労働移動という要因を導入せざるをえない」とされているのは，まさ
しくそのことを意味しているのである。それ故，そこでは，市場価値変動の
契機としての「諸発明」が生産力を推進せしめるということが全く看過され
てしまっているのである。
（37）　〔13〕72～3ページ。
（38）　〔13〕72ページ。
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